
青果市場跡地活用事業 

公募型プロポーザル実施要領 

令和７年１月 

鹿児島県阿久根市 





目  次

第１ 目的・趣旨 ······················································ 1 

第２ 本事業の概要 ···················································· 2 

１ 事業名称 ·························································· 2 

 ２ 事業内容 ·························································· 2 

 ３ 事業用地所在地 ··················································· 2

 ４ 事業方式 ·························································· 2 

第３ 事業用地の概要 ·················································· 3 

１ 事業用地の位置 ··················································· 3

 ２ 事業用地に関する主な事項 ········································· 3

第４ 基本構想及び関連計画等 ·········································· 5

 １ 青果市場跡地活用基本構想 ········································· 5 

 ２ 阿久根市まちづくりビジョン ······································· 7 

 ３ 阿久根市都市計画マスタープラン ··································· 8 

第５ 事業用地の活用条件 ············································· 10

 １ 新設施設の整備等に関する事項 ···································· 10 

 ２ 整備・管理運営の条件 ············································ 10 

 ３ 事業用地の貸付条件等 ············································ 12 

 ４ 事業のスケジュール（予定） ······································ 13 

第６ 活用事業者の募集及び選定 ······································· 14

 １ 選定方法 ························································· 14 

 ２ 募集及び選定のスケジュール（予定） ······························ 14 

 ３ 応募手続等······················································· 14 

 ４ 応募資格に関する事項 ············································ 16 

 ５ 審査及び選定に関する事項 ········································ 17 

第７ 契約に関する事項 ··············································· 19

 １ 契約の手順······················································· 19 

 ２ 基本協定 ························································· 19 

 ３ 契約の締結······················································· 20 

 ４ 貸付料の納付等 ·················································· 20 

 ５ 契約保証金······················································· 20 

 ６ 工事着手義務 ···················································· 21 

 ７ 供用開始義務 ···················································· 21 

 ８ 原状回復義務 ···················································· 21 

 ９ 市の承認事項 ···················································· 21 

 10 違約金・契約解除 ················································ 22 

 11 中途解約に関する条件 ············································ 22 

第８ 事務局 ························································· 23





- 1 - 

第１ 目的・趣旨                         

   阿久根市（以下「市」という。）は、青果市場跡地（以下「事業用地」と

いう。）について、令和６年３月に策定した「青果市場跡地活用基本構想」

（以下「基本構想」という。）で示すコンセプトや理念・機能等に沿った活

用を図るため、「青果市場跡地活用事業」（以下「本事業」という。）にお

いて、公募型プロポーザル方式により事業用地を活用する事業者（以下「活

用事業者」という。）を選定し、事業者が有するアイデアやノウハウ、資金

などの民間活力を活用することとします。 

  事業用地を巡っては、阿久根中央青果株式会社が昭和39年５月に卸売市場

として設立され、長年にわたり、青果物等の取引等を通じて、市の生産農家

の支援はもとより、産業の発展、経済振興に多大な貢献をしてきました。ま

た、昭和59年からは、鹿児島県所有のこの場所に移転し、鹿児島県から土地

の占用許可を受け、施設を設けて営業を行ってきました。 

   しかしながら、生産者の減少や高齢化、大型流通店舗等の営業等もあり、

農産物の入荷が激減し、平成31年３月31日をもって営業を終了し、施設も解

体され、現在の状況に至っています。 

   市においても、この間の市民等の意見を踏まえ、令和４年度には土地の取

得の意向を鹿児島県に示し、活用の方策について検討してきたところであり、

まちづくりや地域おこし活動に知見を有する方々との意見交換を定期的に実

施してきました。その中で、整備に際しては、この場所の特性を踏まえた視

点からの検討が重要であり、近隣の温泉施設や宿泊施設、交流施設等と連動

するような周遊の拠点となり、相乗効果をもたらす施設としての整備が望ま

しいとの意見をいただき、令和５年度において、具体的な整備・活用に向け

た整理や検討を進め、市民参加型のワークショップや大学生によるフィール

ドワークなどを通じ、整備・活用の基本構想【添付資料１】をとりまとめた

ところです。 

   この基本構想では、「みんなが楽しめる」「心も身体も健康になれる」

「自然、文化を大事に」をこの場所に求める理念とし、「まち想いとやりた

い気持ちが集まるみんなの公園」をコンセプトとして掲げています。 

   本事業の実施に当たっては、これまでの市議会などにおける議論なども踏

まえた上で、基本構想の内容に沿い、民間事業者等による創意工夫のもと、

資金なども含め民間活力を導入した事業用地の活用を目指すこととしました。 

   この事業を通じて、「まち想いとやりたい気持ちが集まるみんなの公園」

の整備とともに、地域の活性化、さらには、持続可能で選ばれるまちの実現

につながることを期待します。 
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第２ 本事業の概要                         

 １ 事業名称 

   青果市場跡地活用事業 

 ２ 事業内容 

   基本構想で示すコンセプト「まち想いとやりたい気持ちが集まるみんなの

公園」の整備とともに、地域の活性化、さらには、持続可能で選ばれるまち

の実現につなげることを目的として実施するものです。 

   活用事業者は、自らの責任と費用負担により、事業用地を活用した事業を

実施するものとします。 

 ３ 事業用地所在地 

   阿久根市港町１番、２番１及び３番１ 

 ４ 事業方式 

   市が事業用地を活用事業者に貸し付け、活用事業者が新たに施設及びその

施設の用に供する外構（以下「新設施設」という。）を整備して活用するも

のとします。 

契 約 形 態 借地借家法（平成３年法律第９号）第23条の規定に基づく事

業用定期借地権設定を目的とした契約（以下「事業用定期借

地権設定契約」という。） 

貸 付 期 間 20年以上50年未満 

事 業 方 式 図

【新設施設】 

所有権：活用事業者 

【土地】 

貸借権：活用事業者 

所有権：市 

市 

活用事業者 

事業用定期借地権 

設定契約 

【土地】 

貸付料 

【新設施設】 

固定資産税 
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第３ 事業用地の概要                        

 １ 事業用地の位置 

   昔ながらの漁港景観を有する旧港エリアに位置し、南側周辺に市役所や阿

久根市民交流センター（風テラスあくね）などの公共・文化施設があります。 

また、北側・東側周辺には飲食店や商店街が広がるなど、観光・商業施設

及び公共施設が交差結節する位置にあります。 

 ２ 事業用地に関する主な事項 

   事業用地に関する主な事項は、次のとおりです。 

   不動産鑑定評価書等の各種資料については、【添付資料２】を参照してく

ださい。 

所 在 地 阿久根市港町１番、２番１及び３番１ 

敷 地 面 積 2,185.76平方メートル 

土 地 所 有 者 阿久根市 

地
域
指
定

区 域 区 分 都市計画区域 

用 途 地 域 商業地域 

建 ぺ い 率 80％ 

容 積 率 400％ 
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防火・準防火

地 域
指定なし 

高
さ
制
限

道路斜線制限 適用距離：20メートル 傾斜勾配：1.5/1 

隣地斜線制限 基準高さ：31メートル 傾斜勾配：2.5/1 

北側斜線制限 なし 

そ
の
他

事業用地上の

工 作 物
なし 

土 壌 汚 染 市において、事前に土壌汚染の調査は行っていません。

土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に基づく指定区

域（要措置区域又は形質変更時要届出区域）には指定さ

れていません。 

埋 蔵 文 化 財 埋蔵文化財包蔵地ではありません。ただし、性質上、工

事中に不時発見されることがあります。工事中に埋蔵文

化財を発見した場合は、文化財保護法（昭和25年法律第

214号）第96条の規定に基づき、現状を変更することな

く、ただちに阿久根市教育委員会に連絡してください。

地 中 障 害 物 市において、事前に地中障害物の調査は行っていませ

ん。インフラ施設（電気、ガス、水道等）の敷設状況の

確認等については、活用事業者において行ってくださ

い。 

※事業用地に関する主な事項について、現況と相違する場合は、現況を優先します。
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第４ 基本構想及び関連計画等                    

 １ 基本構想【令和６年３月策定】 

   市では、事業用地の有効活用を通じた地域活性化を目的として、行政主導

ではなく、官民連携による構想の策定、運営方法の検討を進めるため、株式

会社まちの灯台阿久根に委託し、令和６年３月に基本構想を策定しました。 

   この中で、市民参加型ワークショップ、専修大学の学生によるフィールド

ワークを通じて、事業用地一帯の課題を整理しました。 

   これらの課題に対し、事業用地に求められる機能等を「みんなが楽しめ

る」、「心も身体も健康になれる」、「自然、文化を大切に」とし、コンセ

プトを「まち想いとやりたい気持ちが集まるみんなの公園」としました。 

   また、このコンセプト等の実現に向けた実施体制として、行政、市民、事

業者のそれぞれの役割分担を明確化しました。 

   事業用地の活用に当たっては、これらの基本構想における求められる理念

と機能、コンセプト等に沿った活用を図ることとしており、本事業に応募す

る者は、これを踏まえた提案をしてください。 
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資料 「青果市場跡地活用基本構想」
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 ２ 阿久根市まちづくりビジョン（令和２年度～令和６年度）（第２期笑顔あ

ふれる阿久根市人口ビジョン及び総合戦略）【令和２年３月策定】 

   人口減少と少子化の進展、市民ニーズや価値観・ライフスタイルの多様化

など、市を取り巻く環境の大きな変化に適切に対応し、本市が目指すべきま

ちづくりの方向を示し、施策を総合的かつ計画的に推進するため、令和２年

３月に策定しています。 

   このうち、基本目標２に掲げる『地域の魅力が広がる「つながり」のま

ち』の取組に関する施策の基本的方向の一つとして、「交流基盤の整備」を

行うこととしています。 

資料 「阿久根市まちづくりビジョン（概要版）」 
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 ３ 阿久根市都市計画マスタープラン【令和３年３月策定】 

   都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条の２に規定する市町村の都市

計画に関する基本的な方針として、市域全体及び地域別のまちづくりの方針

を示す「阿久根市都市計画マスタープラン」を令和３年３月に策定していま

す。 

   市の将来都市像として「安全で潤いと安らぎにあふれたまち あくね」を

掲げています。 

   また、地域別構想では、事業用地が位置する市街地地域の方針として、阿

久根駅から市役所周辺の中心部における商業機能や事務所・公共機能を維

持・誘導し、阿久根駅周辺エリア、旧港周辺エリア、風テラスあくね（市民

交流センター）周辺エリアなどが相互に連携した魅力的な拠点の形成を目指

すとしています。 
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資料 「阿久根市都市計画マスタープラン」
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第５ 事業用地の活用条件                        

 １ 新設施設の整備等に関する事項 

  ⑴ 責任及び費用負担 

    活用事業者は、自らの責任と費用負担により、事業用地の活用に係る整

備並びに運営及び維持管理等を行うものとします。 

  ⑵ 禁止する用途 

   ア 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

122号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風

俗関連特殊営業、同条第11項に規定する特定遊興飲食店営業その他これ

らに類する用途 

   イ 阿久根市暴力団排除条例（平成24年阿久根市条例第24号）に規定する

暴力団及び暴力団員がその活動のために利用する用途 

   ウ 貸金業法（昭和58年法律第32号）第２条第１項に規定する貸金業の用

に供する用途 

   エ 悪臭、騒音、粉塵、振動等近隣住民に迷惑を及ぼすおそれのある用途 

   オ 政治的又は宗教的な用に供する用途 

   カ 居住の用に供する用途 

   キ その他本事業の趣旨にそぐわない用途 

 ２ 整備・管理運営の条件 

   活用事業者は、新設施設の整備及び管理運営に当たり、次に示す条件を全

て満たすこととします。 

  ⑴ 事業全般に関する条件 

   ア 関係法令の遵守 

    本事業の実施に当たっては、都市計画法、建築基準法（昭和25年法律

第201号）、消防法（昭和23年法律第186号）等の関係法令、条例、規則

等の規程をはじめ、各種基準、指針等を遵守し、必要に応じ、関係法令

に基づく必要な資格を有する者を配置すること。 

   イ 本事業の実施に必要な許認可等 

    本事業の実施に必要な許認可及び各種申請等の行政手続（事前の協議

等が必要な場合は、当該協議等を含む。）については、活用事業者の責

任と費用負担により、関係機関と協議した上で実施すること。 

   ウ 安全性への配慮 

    集客拠点として、平常時の防犯性及び災害時・非常時の安全性に配慮

すること。 

   エ 周辺環境への配慮 
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     事業用地周辺には、飲食店等が立地している。本事業の実施に当たっ

ては、騒音や粉塵、振動等の低減、交通安全の確保のほか、日影、光害、

風害、電波障害、臭気、景観等地域環境に与える影響に配慮すること。 

   オ ユニバーサルデザインへの配慮 

    本事業の実施に当たっては、ユニバーサルデザインの考え方を取り入

れ、高齢者や子ども、妊婦、障がいのある人等をはじめ、市民、利用者

等全ての人が利用しやすいと感じられるよう配慮すること。 

   カ 環境負荷低減への配慮 

    省資源、省エネルギー、自然エネルギーの活用、リサイクルへの取組

等、環境負荷の低減に配慮すること。 

   キ インフラ設備 

     本事業の実施に当たり、電気、ガス、水道、雨水排水、通信等のイン

フラ設備の状況については、活用事業者の責任において敷設状況等を確

認するとともに、接続等に当たっては関係機関と協議の上、適切に実施

すること。 

   ク 各種保険への加入 

    本事業の実施に当たり、建設工事保険、第三者賠償責任保険、火災保

険、施設賠償責任保険等必要な各種保険等については、活用事業者の責

任と費用負担により加入すること。 

   ケ 市への説明・報告 

     活用事業者は、事業の実施状況、財務状況等について、市が定める期

日までに報告すること。 

     また、報告内容が企画提案書に記載された内容と合致しない等の事情

がある場合は、市は説明や是正を求めることがあるため、これに真摯に

対応すること。 

   コ 地域住民等への説明 

     本事業の実施に当たり、企画提案書の内容等に関する地域住民等への

説明、新設施設の整備における地域住民等との紛争解決等については、

活用事業者の責任と費用負担により実施すること。 

  ⑵ 管理運営に関する条件 

   ア 地域経済への配慮 

     地域の企業・事業者の出店や事業参加、新規創業、地元の雇用創出、

地産地消の取組に配慮すること。 

   イ 運営時間 

      深夜及び早朝の時間帯（午後10時から翌日の午前６時頃まで）につい

ては、周辺地域の住環境への配慮と対策を行った上で、活用事業者の責

任により、新設施設の運営時間の可否を判断すること。 
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   ウ 安全性の確保 

  夜間等における不法侵入防止のため、新設施設の保安・管理に留意

し、必要に応じて、夜間照明、防犯カメラ等の適切な防犯設備を整備す

ること。 

   エ 災害時等の対応・利用者等への支援 

    事故・火災や災害による非常時及び緊急時は、阿久根市地域防災計画

に基づき、市及び関係機関に報告するとともに、緊密に連携し、速やか

に対応すること。 

 ３ 事業用地の貸付条件等 

  ⑴ 契約形態 

    市は、事業用地について、事業用定期借地権設定契約を締結し、事業用

地を活用事業者に貸し付けます。 

   ア 事業用定期借地権設定契約 

      事業用定期借地権設定契約は公正証書で作成し、それに要する費用は

市が負担する。 

   イ 権利 

      借地権利は、賃借権とし、賃借権の転貸は、原則不可とする。 

  ただし、あらかじめ市の書面による承認がある場合は、この限りでは

ない。 

      貸借権の譲渡又は担保権その他の使用権若しくは収益を目的とする権

利の設定は禁止する。 

 ⑵ 貸付期間 

    貸付期間は、20年以上50年未満とし、応募者の提案によるものとします。 

    なお、貸付期間には、本事業の実施に当たって必要となる新設施設等の

整備及び原状回復等に要する期間を含みます。 

    また、貸付けは、事業用定期借地権契約の締結後であって、新設施設の

整備に係る工事について、市と活用事業者の協議により定める期日の属す

る月の初日から開始することとします。 

  ⑶ 貸付料 

    貸付料は、次のとおりとします。 

    なお、ア及びイに関する事項の決定に当たっては、地方自治法（昭和22

年法律第67号）第96条第１項第６号及び第237条第２項の規定に基づき議

会の議決が必要となる場合があります。 

   ア 貸付料 

      貸付料は、固定資産税評価額を基準とし、次のとおりとする。 
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      ただし、新設施設の維持管理等の経費を考慮し、免除又はこの金額か

ら減額することがある。 

月額 116,820円 

   イ 工事期間中の貸付料 

      新設施設の整備に係る工事期間中の貸付料は、免除する。 

      なお、免除の対象とする期間は、市と活用事業者との協議により定め

ることとする。 

  ⑷ 引渡し 

    事業用地は、現状有姿のままで貸し付けます。 

    なお、市は、民法第606条第１項に規定する修繕義務を負わないものと

します。 

現在の事業用地（令和６年３月現在）

 ４ 事業のスケジュール（予定） 

項目 時期 

実施要領の公表 １月８日（水） 

企画提案書の受付期間 １月８日（水）～３月７日（金） 

優先交渉権者の決定 ３月下旬（予定） 

基本協定の締結 優先交渉権者の決定後 

事業用定期借地権設定契約の締結 基本協定の締結後 

契約保証金の納付 事業用定期借地権契約の締結後 

事業用地の引渡し 事業用定期借地権契約の締結後 

新設施設の整備着手 事業用地の引渡しから１年以内 

新設施設の供用開始 事業用地の引渡しから２年以内 
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第６ 活用事業者の募集及び選定                   

 １ 選定方法 

   活用事業者の募集及び選定の方法は、民間事業者の有する能力・ノウハウ

を総合的に評価して選定するため、公募型プロポーザル方式によることとし、

本事業の履行に最も適した提案を行った事業者を、優先交渉権者として決定

します。 

 ２ 募集及び選定のスケジュール（予定） 

項目 時期 

実施要領の公表 １月８日（水） 

実施要領に関する質問の受付期間 １月８日（水）～１月22日（水）

実施要領に関する質問の回答期限 １月29日（水） 

参加表明書の提出期限 ２月７日（金） 

企画提案書の提出期限 ３月７日（金） 

プレゼンテーション審査 ３月下旬（予定） 

優先交渉権者の決定 ３月下旬（予定） 

基本協定の締結 優先交渉権者の決定後 

事業用定期借地権設定契約の締結 基本協定の締結後 

 ３ 応募手続等 

  ⑴ 質問の受付 

    実施要領等の内容に関する質問を次のとおり受け付けます。 

質問の受付期間 １月８日（水）～１月22日（水） 

提出先 第８ 事務局のとおり 

提出書類 第１号様式 

提出方法 電子メール、持参、郵送のいずれか 

  ⑵ 質問に対する回答の公表 

    受け付けた質問に対する回答は、次のとおり市ホームページで公表しま

す。 

公表時期 １月29日（水）までに市ホームページで公表 

留意事項 ・ 質問した事業者名は公表しない。 

・ 意見表明と解されるものには回答しない場合が

ある。 

  ⑶ 参加表明書の提出 

    応募者は、次のとおり参加表明書を提出してください。 



- 15 - 

提出期限 ２月７日（金） 

提出先 第８ 事務局のとおり 

提出書類 ［単独応募法人の場合］ 

第２号の１様式 

［応募グループの場合］ 

・ 第２号の２様式 

・ 第３号様式 

提出部数 １部 

提出方法 電子メール、持参、郵送のいずれか 

留意事項 ［持参による提出の場合］ 

 事前に事務局に連絡の上、来庁すること。 

［郵送による提出の場合］ 

 提出期限に必着とすること。また、提出後、事

務局に連絡し、受領確認を行うこと。 

［電子メールによる提出の場合］ 

 電子メールの件名は「青果市場跡地活用事業

参加表明書」とすること。また、提出後、事務

局に連絡し、受領確認を行うこと。 

  ⑷ 企画提案書の提出 

    参加表明書を提出した応募者は、次のとおり企画提案書を提出してくだ

さい。 

提出期限 ３月７日（金） 

提出先 第８ 事務局のとおり 

提出書類 ［単独応募法人の場合］ 

・ 第４号の１様式 

・ 第５号の１様式 

［応募グループの場合］ 

・ 第４号の２様式 

・ 第５号の２様式 

［共通］ 

・ 第６号の１、２様式 

・ 第７号様式 

・ 第８号の１、２様式 

・ 第９号の１～３様式 

・ その他関係する資料 

提出方法 持参、郵送のいずれか 
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提出部数 ６部（正本１部及び副本５部）及び企画提案書デ

ータ一式が保存されたＣＤ－Ｒ 

留意事項 ［持参による提出の場合］ 

 事前に事務局に連絡の上、来庁すること。 

［郵送による提出の場合］ 

 提出期限に必着とすること。また、提出後、事

務局に連絡し、受領確認を行うこと。 

 ４ 応募資格に関する事項 

  ⑴ 応募者の構成等 

   ア 応募者は、事業用地の活用に当たり、基本構想で示す事業用地の活用

に向けた基本的な考え方や求められる役割を理解し、第５に示す活用条

件により、本事業を実施する意思及びその能力のある単独の法人（以下

「単独応募法人」という。）又は複数の法人（以下「構成法人」とい

う。）により構成するグループ（以下「応募グループ」という。）とす

る。 

   イ 応募グループによる応募の場合は、構成法人の中から代表する法人

（以下「代表構成法人」という。）を定め、代表構成法人が応募に関す

る手続を行うこと。 

   ウ 応募グループによる応募の場合は、可能な限り市内に本店、支店、営

業所等を有する法人を構成法人とすること。 

   エ 単独応募法人又は応募グループの構成法人は、他の単独応募法人又は

応募グループの構成法人となることはできない。 

   オ 応募グループの代表構成法人は、企画提案書提出以降に変更してはな

らない。 

   カ 応募グループの構成法人は、企画提案書提出以降の変更及び追加はで

きない。ただし、あらかじめ市の書面による承認がある場合は、この限

りではない。 

   キ 企画提案書提出の日から契約の締結の日までの間に、応募者に参加資

格を欠く事態が生じた場合は、当該応募者を失格とする。ただし、応募

グループによる応募の場合は、当該応募グループの申出により、市の書

面による承認を条件として参加資格を欠く構成法人を変更することがで

きる。 

  ⑵ 特定目的会社の設立要件 

    応募グループが優先交渉権者となった場合は、本事業を遂行するため、

会社法（平成17年法律第86号）に基づく特定目的会社（以下「ＳＰＣ」と
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いう。）を設立することができます。ただし、ＳＰＣを設立する場合は、

次の要件を全て満たす必要があります。 

   ア ＳＰＣは市内に設立し、貸付期間中は市外に転出しないこと。 

   イ 全ての構成法人はＳＰＣに出資するものとし、議決権を有する株式に

よる出資者は、構成法人のみとすること。 

   ウ 代表構成法人は、貸付期間を通じて、ＳＰＣにおける出資比率及び議

決権割合はいずれも出資者の中で最大を有すること。 

   エ 構成法人は、本事業が終了するまでＳＰＣの株式を保有するものとし、

譲渡、担保権等の設定その他の一切の処分を行うことはできない。ただ

し、あらかじめ市の書面による承認がある場合は、この限りではない。 

   オ 構成法人は、ＳＰＣの市に対する債務全てについて連帯して負担する

こと。 

  ⑶ 応募者の参加資格 

    応募者（応募グループの構成法人を含む。以下同じ。）は、次に掲げる

参加資格を全て満たすものとします。 

   ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当

しない者 

   イ 会社更生法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申

立て及び民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による再生手続開

始並びに破産法（平成16年法律第75号）の規定による破産の申立てがな

されていない者 

   ウ 阿久根市建設工事等有資格業者の指名停止に関する要綱（平成29年阿

久根市告示第38号）及び阿久根市物品購入等有資格業者の指名停止に関

する要綱（平成29年阿久根市告示第39号）の規定による指名停止を受け

ていない者 

   エ 阿久根市建設工事等暴力団等排除措置要綱（平成20年阿久根市告示第

80号）第３条に規定する指名対象からの排除措置を受けていない者 

   オ 宗教活動又は政治活動を主たる目的としない者 

   カ 市税等（法人市民税、法人税、消費税及び地方消費税、固定資産税、

法人事業税、地方法人特別税、事業所税等）の滞納がない者 

   キ 青果市場跡地活用事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

の委員が属する法人でない者であり、当該委員又は当該委員が属する法

人と資本、人的又は取引・営業関係等の経済的関係がない者 

 ５ 審査及び選定に関する事項 

  ⑴ 選定委員会の設置 
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    市が今後設置する選定委員会において、企画提案書の審査を行い、優先

交渉権者を決定します。 

    優先交渉権者の決定までの間、選定委員会の委員への本プロポーザルに

関する問い合わせや働きかけを行うことを禁止します。当該禁止行為の事

実が認められた場合は、失格とします。 

  ⑵ 審査の内容 

    企画提案書の審査は、総合的に評価を行います。応募者によるプレゼン

テーションは公開とし、選定委員会の会議は非公開とします。 

また、優先交渉権者の決定に係る審査基準及び配点は、【添付資料３】

のとおりとし、最低限必要な合計点数は全体の６割とします。 

  ⑶ 優先交渉権者の公表 

    市が優先交渉権者を決定した場合には、全ての応募者(ただし、応募グ

ループの場合は代表構成法人)に対して審査結果を文書で通知するととも

に、優先交渉権者を決定した旨を市ホームページにおいて公表します。 

  ⑷ 評価結果の公表 

    市は、優先交渉権者の決定後に、審査の経緯及び審査の結果を記載した

評価結果を市ホームページにおいて公表します。 

  ⑸ 企画提案書等の取扱い 

   ア 著作権 

     企画提案書の著作権は、応募者に帰属する。ただし、市は、本事業に

関する報告等のため、市が必要とする場合には、事業提案書の内容を無

償で使用できることとする。 

   イ 特許権等 

     提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権及び商標権等、国の

法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている工業材料、

施工方法及び維持管理方法等を使用することにより生じる責任は、原則

として応募者が負うものとする。 

   ウ 応募に伴う費用負担 

     応募者の応募に係る費用については、全て応募者の負担とする。 

   エ 応募書類の返却 

     企画提案書その他応募者から提出された書類は、返却しない。 



- 19 - 

第７ 契約に関する事項                       

 １ 契約の手順 

   市は、優先交渉権者との間で基本協定を締結します。 

   また、市は、基本協定の締結後、当該基本協定に基づき、活用事業者と事

業用定期借地権設定契約を締結します。 

   なお、第５の３の⑶ ア及びイに示すとおり、新設施設の貸付料の免除又

は減額に当たり、議会の議決が必要となる場合は、基本協定の締結後、事業

用定期借地権設定契約に係る仮契約を締結し、議会の議決を経て、本契約を

締結することになります。 

   議会の議決を得られなかった場合は、基本協定及び事業用定期借地権設定

契約に係る仮契約は無効とし、本事業を停止する場合があります。 

   この場合において、優先交渉権者は、その際に生ずる一切の損害の賠償を

市に請求できないものとします。 

   また、優先交渉権者決定後、失格事項若しくは不正と認められる行為が判

明した場合又は基本協定若しくは事業用定期借地権設定契約の締結の際の協

議が不調となった場合は、次点以降の交渉権者と順に基本協定及び事業用定

期借地権設定契約の締結に向けた交渉を行うものとします。 

 ２ 基本協定 

  ⑴ 協定の目的 

    市は、市及び事業者の双方の協議事項、権利義務等についての基本的事

項を定めることを目的に、優先交渉権者の決定後速やかに、優先交渉権者

と基本協定を締結します。 

  ⑵ 協定の当事者 

    応募者（単独で応募の法人又は応募グループの全ての構成法人）を契約

当事者とします。 

  ⑶ 地位の第三者譲渡 

    基本協定締結後に協定上の地位を第三者に譲渡することは、原則不可と

します。 

  ⑷ 協定の解除 

    優先交渉権者が基本協定の各条項に違反する事実があり、市の催告にも

関わらず、これを是正しない場合は、市は基本協定を解除できるものとし

ます。 
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 ３ 契約の締結 

  ⑴ 市は、所定の手続等の完了後速やかに、事業用定期借地権設定契約書

（案）に基づき、活用事業者と契約を締結することとします。 

  ⑵ 契約期間については、貸付期間満了の１年前までに市及び活用事業者の

協議の上、市が認める場合には、契約期間を延長又は再契約をすることが

できることとします。 

  ⑶ 貸付期間が30年以上であって、かつ、貸付期間が満了した場合において、

活用事業者は、借地借家法第13条に規定する建物買取請求権を行使するこ

とはできません。 

  ⑷ 契約書は公正証書で作成し、それに要する費用は市が負担します。 

 ４ 貸付料の納付等 

  ⑴ 貸付料の納付 

   貸付料は、年度ごとに、市が指定する期日までに全額納付するものとし

ます。ただし、市が認める場合は、分割して納付することができるものと

します。 

  ⑵ 一部滅失等による賃料の減額 

    民法第611条の規定は本事業には適用しないものとし、賃借物の一部滅

失等に伴う貸付料の減額については、活用事業者の責めに帰することがで

きない事由によるものであると市が認める場合に限り行うこととします。 

    この場合において、活用事業者は、別に定める日までに、発生日時、経

緯、管理方法等を記載した書面により、市に通知するとともに、賃借物の

一部滅失等が活用事業者の責めに帰さないことを示す書類を提出しなけれ

ばならないものとします。 

    なお、減額する貸付料の額については、市と活用事業者との協議により

定めることとします。 

 ５ 契約保証金 

  ⑴ 契約保証金の額 

    活用事業者は、事業用定期借地権設定契約に定められた期日までに、契

約保証金として、貸付料の３月分相当額を市に預託しなければならないも

のとします。 

  ⑵ 契約保証金の充当 

    貸付料の増額又は経済情勢の変動等により、契約保証金が担保として合

理性を欠く等不当な金額となったとき、又は活用事業者の不履行債務額に

契約保証金の一部ないし全部を充当したときは、市は、契約保証金の追加

預託を請求することができることとします。 

  ⑶ 契約保証金の返還 
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    事業用定期借地権設定契約の終了に伴い、事業用地の返還が完了した後

に、預託した契約保証金から、市に対する未払い債務等を差し引いた金額

を返還します。ただし、契約保証金に利子は付さないこととします。 

  ⑷ 契約保証金の免除 

    次のいずれかに該当する場合は、契約保証金の全額又は一部を免除する

ことができるものとします。 

   ア 貸付料の６月分を期日までに全額納付する場合 

   イ その他市が特別な理由があると認める場合 

 ６ 工事着手義務 

   活用事業者は、事業用地の引渡しから１年後を期限として、新設施設の工

事を着手するものとします。ただし、活用事業者の責めに帰することができ

ない事由によるものであると市が認める場合に限り、この期限を延長できる

ものとします。 

 ７ 供用開始義務 

   活用事業者は、事業用地の引渡しから２年後を期限として、新設施設の建

設を完了し、供用（一部のみも可）するものとします。ただし、活用事業者

の責めに帰することができない事由によるものであると市が認める場合に限

り、この期限を延長できるものとします。 

 ８ 原状回復義務 

  ⑴ 貸付期間満了後までに、建物の取壊し及び建物賃借人の明渡しその他事

業用地の返還に必要な事項を、書面により市に報告しなければならないも

のとします。 

  ⑵ 貸付期間満了時又は契約解除時には、原則として、新設施設を全て撤去

し、貸し付けた事業用地を原状に回復して市に返還するものとします。 

    ただし、市が撤去の必要がないと認めた場合には、現状のまま返還する

ことができます。 

  ⑶ 活用事業者は、土地等の返還に伴う原状回復に要する費用並びに民法第

608条第１項に規定する必要費及び同条第２項に規定する有益費の償還請

求権を行使することができないものとします。 

  ⑷ 市が認めた場合を除き、原状に回復されない場合は、原状回復に必要な

費用相当額及び事業者が原状回復義務を履行しないことによって市が被る

損害につき賠償しなければならないものとします。 

 ９ 市の承認事項 

   次に掲げる行為については、あらかじめ市の書面による承認が必要です。 
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  ⑴ 賃借権を転貸しようとするとき。 

  ⑵ 土地の現状を変更しようとするとき。 

  ⑶ 建物等について所有権を移転しようとするとき。 

  ⑷ 事業者が市に提出した企画提案書の内容を変更しようとするとき。 

 10 違約金・契約解除 

  ⑴ 市は、活用事業者が事業用定期借地権設定契約に定める条件等に違反等

したときは、催告の手続によらず契約を解除することができることとしま

す。 

  ⑵ 活用事業者の契約違反等の理由により、市が事業者との契約を解除した

ときは、事業者は、市に対して所定の額の違約金を支払うものとします。 

 11 中途解約に関する条件 

   活用事業者は、貸付期間中であっても、次に示す条件を全て満たした場合

に限り、契約を解約することができます。 

  ⑴ １年前までに市に書面での申し入れを行っている場合 

  ⑵ その他市が特別な理由があると認める場合 
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第８ 事務局                            

 本事業及び本実施要領に関する問合せ及び書類等の提出は、次の事務局まで

御連絡ください。 

 なお、書類等の受付を含め、全ての事務取扱は、平日の午前９時から午後５

時までとします。 

 【事務局】 

阿久根市 企画推進課 企画政策係 

  住 所：〒899-1696 阿久根市鶴見町 200 番地 

  電 話：0996-73-1214（直通） 

  ＦＡＸ：0996-72-2029 

  メール：kikaku@city.akune.kagoshima.jp 


